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ＧＤＰ１人当たりの移動距離

１９８５年 １＄＝２５０円



運輸部門のＣＯ２排出量

＜全世界CO2排出量（発生源別）＞
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・運輸セクターの割合は23％
・CO２抑制には各セクターの総合的な対策が必要
・運輸セクターの割合は23％
・CO２抑制には各セクターの総合的な対策が必要CO２抑制には各セクタ の総合的な対策が必要CO２抑制には各セクタ の総合的な対策が必要



自動車の保有台数（世界）自動車の保有台数（世界）
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出典：日本エネルギー経済研究所（２００４年３月）



石油の将来

米国鉱山局

後２０～５０年で原油可採量のピークとなる可能性あり後２０～５０年で原油可採量のピークとなる可能性あり後 年で原油可採量の クとなる可能性あり後 年で原油可採量の クとなる可能性あり



運輸部門のCO2排出量変化

運輸部門のCO2排出量変化
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トップランナー燃費基準達成車の導入
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2010年の目標に対して 達成可能レベルにある

出典：環境省資料より作成

2010年の目標に対して、達成可能レベルにある。


